
第５章 新潟県中越地震

橋詰 登

１． 被災地域と地震発生の概要

地震が発生した新潟県中越地方は新潟県のほぼ中央に位置し（ ，長岡市（人口第１図）

29 2005 4 1 2006約 万人， 年 月 日に中之島町，越路町，三島町，小国町，山古志村が，

年 月 日に和島村，寺泊町，栃尾市，与板町が， 年 月 日に川口町が編入合1 1 2010 3 31

併）の中心市街地のある平野部とその周辺に広がる魚沼丘陵に数多くの集落が点在してい

る。この地域は，平野部から中山間地域まで広く稲作農業が営まれ，中山間地域には多く

の棚田が残されており，日本の原風景とも称されている。また，上越新幹線，関越自動車

道，北陸自動車道の高速交通インフラが整備されており，その利便性を活かして自動車部

品，電子部品などの製造業の事業所が数多く立地している。

（ ） 。 ，地震は 年 平成 年 月 日 時 分頃に発生した 地震の規模はＭ2004 16 10 23 17 56 6.8

震源の深さは と比較的浅かったことから，わが国で観測史上初めて最大震度７を13km

川口町で観測した（この他，小千谷市，山古志村，小国町で震度 強，長岡市，十日町6

市，栃尾市，越路町，三

島町等で震度 弱 。その6 ）

18 3 6.3後， 時 分頃にＭ

5 18 11（ ），最大震度 強 時

6.0 6 18分頃にＭ 同 強（ ），

34 6.5 6時 分頃にＭ （同

強，最大余震）と１時間

以内にＭ 以上の余震6.0

が 回発生した。3

さらに，余震は断続的

4に発生し，本震発生の

6.1 6日後にＭ （最大震度

2 12 28弱 ， ヶ月後の 月）

日にもＭ （同 弱）を5.0 5

観測するなど，規模の大

きな余震が多発したこと

もこの地震の特徴である。

２． 地震による被害

中越地震による被害（ 年 月 日時点）は，死者 名（避難生活中の疲労や2009 10 15 68

第１図 被災地の位置

注：新潟県中越地震(国土交通省北陸地方整備局平成 年 月)による。, 17 12
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ストレス，あるいは車中で避難生活をしていたことによるエコノミークラス症候群等が死

因となった人を含む ，負傷者 名，住家被害 棟（全壊 棟，大規模半壊） 4,795 12,604 3,175

棟，半壊 棟，一部損壊 棟）である（ 。中山間地域を震源21,167 11,643 104,619 第１表）

とする地震であり，震源地付近は日本有数の地すべり地帯であったことから，斜面の崩落

などの地盤災害（ ヶ所の林地崩壊や地滑りが発生）に伴う様々な被害が発生した。こ222

， ， （ ）のため 震動による家屋倒壊だけでなく 土砂災害 斜面の崩落土砂や基礎地盤の崩壊等

によっても多くの人的被害と家屋倒壊等の被害が発生している。

加えて，世界有数の豪雪地帯である同地域では， 年 月下旬から 月上旬にかけ2005 1 2

て 年ぶりの記録的な大雪となり（山古志村では 月 日に最大積雪深 を記19 3 14 356cm

録 ，地震で傾いたり被害を受けた建物が積雪の重みで倒壊（被害合計 棟，うち山古） 77

志村 棟）するといった二次的被害も起こった。6

また，山間地域では，農山村集落の代表的景観である棚田や養鯉池が崩れたほか，小千

谷市や山古志村の重要観光資源（国指定重要無形民俗文化財）である「牛の角突き」の闘

9牛牛舎が倒壊し，闘牛にも被害が発生した。小千谷市のニシキゴイの売り上げは年間約

億円，山古志村でも約 億円（ 年漁業センサス）あったが，この地震によって養鯉3 2003

2009.10.15現在

死　者 重軽傷者 全　壊

68 4,795 121,604 3,175 41,737

22 2,375 67,552 1,591 18,907

旧長岡市 12 2,108 49,481 927 11,372

旧中之島町 18 2,599 1,048

旧越路町 3 93 3,646 152 2,690

旧三島町 8 1,705 3 129

旧山古志村 5 25 747 339 828

旧小国町 1 24 1,942 125 1,596

旧栃尾市 1 92 6,126 45 1,035

旧与板町 4 1,001 43

旧和島村 3 305 166

6 62 1,393 606 1,460

19 785 10,862 622 5,127

3 514 9,917 52 10,427

5 316 5,529 75 1,237

9 592 14,958 107 1,407

65 234 27 1,057

4 86 11,159 95 2,115

資料：新潟県防災局危機対策課資料

第１表  新潟県中越地震による被害状況

川  口  町

そ  の  他

新 潟 県 計

十日町市

小千谷市

見  附  市

魚  沼  市

柏  崎  市

長  岡  市

人　的　被　害　(人）
住家被害

（棟）

公共施設，
その他

（棟）

農　　　　地 32 3,985ヶ所 15,593

農業用施設 43 10,780ヶ所 53,218

集落排水等 20 73地区 20,651

   資料：ＡＲＩＣ情報 Ｎｏ．77 

被害額
（百万円）

被害規模市町村数

第２表  農業生産基盤等の被害

-100-



業はほぼ壊滅的な被害を受けた。

これら中越地震の被害総額を新潟県は 年 月 日の時点で約３兆円と発表して2004 11 17

いる（その内訳は，住宅関連の被害額が７千億円，道路・鉄道・河川・橋梁などの社会資

本が１兆２千億円，農林水産関係が４千億円，中小企業の損失が 千億円，電気・水道3

・ガス関係が 千億円，学校，病院施設等のその他が 千億円 。農林水産関係のうち，1 3 ）

32 4 43 1農業生産基盤の被害は，農地が 市町村で約 千ヶ所，農業用施設が 市町村で約

万ヶ所，集落排水等が 市町村で 地区となっており，被害総額は 億円近くにの20 73 900

ぼっている（ 。第２表）

なお，信濃川の支流である相川川（川口町小高 ，朝日川（小千谷市浦柄 ，芋川（山） ）

古志村東竹沢等）などで河道閉塞（土砂崩れダム）が発生し，これにより，住宅の浸水被

害が発生したほか，芋川等では下流住民が避難するなどの事態に至った。斜面崩落に伴う

生活道路の寸断によって，山間部に点在する７市町村 集落が孤立した。孤立した集落61

は山古志村の全 集落（ ）のほか，長岡市で 集落，十日町市で 集落，小千14 4 9第２図

谷市 で 集落，川口町で 集落，栃尾市 で 集落，小国町 で 集落である。27 3 3 1

３． 避難生活と山古志村の帰村状況

中越地震では， 市町村で延べ 世帯， 人に避難指示・勧告が発令され23 24,577 80,869

。 ， ， ， ，た 特に 甚大な被害に見舞われた山古志村では 地震発生直後 全 集落の 世帯14 690

人に避難指示が出され，長岡市中心部などに全村避難となった。このほか，被害が2,167

第２図 山古志村の孤立集落

注：新潟県中越地震(国土交通省北陸地方整備局 平成 年 月)による。, 17 12
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大きかった長岡市，小千谷市，川口町等の被災地では，道路と同様に電気・ガス・上下水

道といったライフラインも多大な被害を受け，住居等の安全が確認された後でも多くの人

々は避難生活を強いられた。このため，ピーク時（ 年 月 日）の避難者数は2004 10 26

約 ヶ所の施設で 人にものぼった。600 103,178

地震発生から ヶ月を経過して被災した住宅の修繕や仮設住宅の整備が進み，長岡市2

や小千谷市の学校体育館などで最後まで避難生活をしていた被災者全員が退去し，本格的

な冬を前に仮設住宅に入居した。これによって同年 月 日には県内すべての避難所12 22

が閉鎖されている。 年 月末における仮設住宅整備戸数は 戸であり，市町村2004 12 3,460

別の内訳は，小千谷市 戸，長岡市 戸，山古志村 戸，川口町 戸，十日町870 840 632 412

市 戸，小国町 戸，越路町 戸，栃尾市 戸，見附市 戸等である。138 118 114 105 103

2005 6その後 仮設住宅入居世帯の住宅再建が進む中で 仮設住宅の入居世帯数は 年， ， ，

月末で 世帯， 年 月末で 世帯，同年 月末で 世帯と減少してい2,132 2006 10 1,427 12 542

くが 地震から 年近く経過した 年 月末の時点でも なお 世帯が存在した 山， ， （3 2007 8 150

4 2007古志村の住民が中心 。仮設住宅の入居者がゼロとなったのは，さらに ヵ月後の）

年 月末である。12

なお，仮設住宅に入居していた 世帯（ 年 月時点）のうち， ％が仮3,224 2009 12 96.1

設住宅退去後も引き続き市内に居住しており，住宅再建の方法は，自宅再建が ％，77.4

公営住宅が ％等となっている。持家が被災した 世帯に限定すれば， ％が13.6 2,912 84.4

自宅を修繕，新築，購入などして再建しており，持家が全壊した世帯でも ％が自宅81.5

を再建し戻っている（ 。このように，自宅再建率が高いのは，後に紹介する「新第３表）

潟県中越大震災復興基金」によって，住宅再建に関する手厚い支援が行われたことが大き

な要因となっている。

(単位：世帯，％）

自　宅
再　建

公　営
住　宅

民　間
賃　貸

親　戚
同　居

その他
・不 明

市　内 市　外 不　明

計 3,224 2,496 437 182 57 52 3,098 121 5

持 家 被 災 世 帯 2,912 2,459 301 77 50 25 　-　 　-　 　-　

借家・借間被災世帯 312 37 136 105 7 27 　-　 　-　 　-　

計 100.0 77.4 13.6 5.6 1.8 1.6 96.1 3.8 0.1

持 家 被 災 世 帯 100.0 84.4 10.3 2.6 1.7 0.9 　-　 　-　 　-　

借家・借間被災世帯 100.0 11.9 43.6 33.7 2.2 8.7 　-　 　-　 　-　

持家世帯の被災度
別の自宅再建状況

計
自宅再
建世帯

自  宅
再建率

持家被災世帯 2,912 2,459 84.4%

　　　　うち，全  壊 1,388 1,131 81.5%

うち，大規模半壊 369 308 83.5%

   　　 うち，半　壊 778 680 87.4%

         うち，一部損壊 377 340 90.2%

資料：新潟県震災復興支援課資料

注．長岡市，柏崎市，小千谷市，十日町市，見附市，魚沼市，川口町，刈羽村の仮設住宅入居世帯（計3,224世帯）が対象であり，一
次入居世帯は除かれている。

第３表  仮設住宅入居者の住宅再建状況  (2007.12.31現在)

住宅再建方法

計

住宅再建場所

世
帯
数

構
成
比
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9 2005 7ところで，全村避難となった山古志村については，地震発生から ヶ月後の 年

月 日に 集落（種芋原，虫亀，竹沢，間内平，菖蒲，山中，桂谷，小松倉の各集落，22 8

計 世帯 人）の避難指示が解除され，翌月さらに由夫集落の 世帯 人が解528 1,682 21 69

除となり住民の帰宅が開始された。残された 集落（梶金，木籠，大久保，池谷，楢木5

の各集落，計 世帯 人）の避難指示が解除されたのは 年 月 日であり，141 416 2007 4 1

地震発生から 年 ヶ月を要した。2 5

（ ） （ ）山古志村の人口動向をみると 全集落の避難指示が解除された翌年 年第４表 2008

の 月時点で村に帰村したのは 世帯 人であり，震災前の人口の ％にと10 502 1,407 64.9

どまっている。これを集落別にみると，被害の大きかった集落（＝避難指示の解除が長引

いた集落）ほど，帰村人口割合が低く，大久保，池谷，油夫の各集落では 分の の帰3 1

村にとどまっている。

また，避難当時に行われた意向調査による帰村見込み者数に対する実際の帰村者の割合

89.1% 6は，山古志村全体で であったが，山中，桂谷，小松倉，木籠，大久保，池谷の

集落ではいずれも 割に達していない。これら集落では，避難生活が長引く中で，働き8

盛りの世代を中心に帰村をあきらめた住民も決して少なくなかったと推察される。

なお，山古志村の人口は， 年 月時点で 人（震災前人口の ％）とな2011 10 1,267 58.5

， （ ） 。 ，っており 帰村人口 人 がその後の 年間で 割減少している この人口減少は1,407 3 1

専ら高齢者の死亡に伴う自然減であり，帰村者の年齢構成が高齢者にやや偏ったことが，

その後の人口減少を加速させる要因となっている。ちなみに，山古志村の高齢化率は震災

前の ％から現在（ 年）は ％にまで上昇している。37 2011 44

（単位：人，％，世帯）

震　 災
発生前

避難指示

解除時期

04.10.23

時点

04.10.23

時点

06.10.1

時点

08.10.1

時点

11.10.1

時点

種苧原 05. 7.22 608 470 (77.3) 403 (66.3) 353 (58.1) 85.7 ▲ 12.4 194 77 150 146

虫   亀 〃 440 353 (80.2) 342 (77.7) 325 (73.9) 96.9 ▲ 5.0 145 94 116 117

竹   沢 〃 274 214 (78.1) 219 (79.9) 192 (70.1) 102.3 ▲ 12.3 78 36 68 65

間内平 〃 87 63 (72.4) 54 (62.1) 46 (52.9) 85.7 ▲ 14.8 26 15 19 19

菖   蒲 〃 21 16 (76.2) 14 (66.7) 11 (52.4) 87.5 ▲ 21.4 8 3 6 6

山   中 〃 65 58 (89.2) 46 (70.8) 46 (70.8) 79.3 0.0 13 4 10 10

桂   谷 〃 120 90 (75.0) 64 (53.3) 58 (48.3) 71.1 ▲ 9.4 39 9 27 25

小松倉 〃 67 43 (64.2) 34 (50.7) 31 (46.3) 79.1 ▲ 8.8 25 7 15 14

油   夫 06. 8.12 69 31 (44.9) 28 (40.6) 23 (33.3) 90.3 ▲ 17.9 21 0 10 9

梶   金 07. 4. 1 89 65 (73.0) 59 (66.3) 59 (66.3) 90.8 0.0 31 0 22 21

木   籠 〃 67 51 (76.1) 39 (58.2) 28 (41.8) 76.5 ▲ 28.2 26 0 17 13

大久保 〃 52 22 (42.3) 17 (32.7) 16 (30.8) 77.3 ▲ 5.9 20 0 10 9

池   谷 〃 98 49 (50.0) 36 (36.7) 32 (32.7) 73.5 ▲ 11.1 35 0 18 16

楢   木 〃 110 54 (49.1) 52 (47.3) 47 (42.7) 96.3 ▲ 9.6 29 0 14 14

計 2,167 1,579 (72.9) 1,407 (64.9) 1,267 (58.5) 89.1 ▲ 10.0 690 245 502 484

資料：山古志地域振興推進室調べ

注．（　）内の数値は，震災前の人口に対する割合である。

第４表　旧山古志村の人口動向

＜参考＞
世　帯　数

帰村見込み者
（意向調査結果）

集落名

震災発生後 帰村見込

み者に対

する帰村

人口割合

帰村後

の人口

増減率
（08-11年）

帰村人口
(08.10.1時点)

現在の人口
(11.10.1時点)
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４． 震災からの復興に向けた取組

（１） 新潟県における復興計画の策定と復興支援

新潟県では，学識経験者，民間団体，市町村長等により構成された「震災復興ビジョン

策定懇話会」によって復興に向けた基本方針となる「新潟県中越大震災復興ビジョン」を

年 月 日に作成している。被災した市町村では，この「震災復興ビジョン」を受2005 3 1

け，被災者の声を十分に把握・反映しながら，市町村復興計画の策定に着手した。

， ， （ ， ， ， ， ，その後 県では 被災の著しい８市町 長岡市 柏崎市 小千谷市 十日町市 見附市

栃尾市，魚沼市，川口町）が検討を進めている震災復興計画の骨子等を踏まえ，ビジョン

の策定に携わった学識経験者の助言を得ながら，復興ビジョンの具体化に向けて，市町村

支援や広域的な観点から県として取り組む施策や事業を「新潟県中越大震復興計画」とし

て 年 月に策定している。2005 8

この「復興計画」の中で，中山間地域の復興に関しては，震災をバネにした復興に向け

て，①集落での話し合いを基に，お互いが助け合う共同・地域ぐるみ型農業への営農体制

の再編，②地域の自然を活かした棚田米などの生産や山菜などの特産物の加工販売などの

高付加価値化の推進と販売力の強化，③伝統工芸や芸能などの商品化や自然，棚田を活か

した農業体験，農家民宿，郷土料理の提供等，地域資源を活用したグリーン･ツーリズム

等のビジネス化の取組支援を復興の柱として掲げ，このような取組を組み合わせることに

よって新たな産業を創造し，中山間地域の豊かな個性が発揮できる地域づくりを推進する

ことを目指した。

この計画に基づいて，例えば，営農体制の再編と強化については，中越大震災で被災程

度が大きかった の集落を対象に，県，市町村および農業団体が連携して生産の組織166

化等の営農体制づくりの話し合いを支援しており，その結果， の集落で生産組織の設72

立または設立に合意し，うち の集落で法人組織が設立されたほか， の集落で担い手29 84

を中心とした生産体制を確立している。組織化に合意した集落を含めると ％の集落94.0

で営農体制が整ったことになる（ 。第５表）

区　　　　分　　 集落数 割合

生産組織を設立（合意を含む）  72集落 43.4%

　　　うち，組織を法人化 29集落 17.5%

担い手を中心とした生産体制を確立　 84集落 50.6%

組織設立に向けた話し合い中　　　 2集落 1.2%

営農再建の話し合いを継続して行ってきているが，これま
でのところ具体的な組織化に至っていない

8集落 4.8%

資料：新潟県経営普及課調査

第５表　中越大震災指導対象166集落の営農体制の整備状況

（2011年１月末現在）
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2007さらに，養鯉業・畜産業の復興については，災害復旧事業によって養鯉施設は，

年 月末までに 箇所すべてで工事が完了し，養鯉業を継続する意志のある生産者12 1,023

のすべてが生産を再開している。また畜産業については，被災した畜産経営 戸のう106

ち廃業した 戸を除く 戸が， 年末までに経営を再開している。このうち家畜に10 96 2007

2008 12被害を受けた畜産経営は 中越大震災復興基金 を活用して家畜の導入を行い 年，「 」 ，

月までに当初の再建計画規模まで飼養頭数を回復している。

なお近年では，農地や住宅の復旧が一段落したことに伴って，被災地域では新規作物の

導入や農産物・農産加工品のブランド化，都市との交流などの取組が始まり，地域の活性

化に効果をあげつつある事例も散見される（ 。第６表）

（２） 「新潟県中越大震災復興基金」の創設と事業内容

新潟県中越大震災からの早期復興のための各種取組を補完し 「被災者の救済および自，

立支援並びに被災地域の総合的な復興対策を安定的かつ機動的に進めることにより，災害

により疲弊した被災地域を魅力ある地域に再生させること」を目的に， 年 月 日2005 3 1

に「財団法人 新潟県中越大震災復興基金」が設立された。この基金の規模は， 億3,000

円であり（阪神・淡路大震災では 億円 ，年 ％の運用益（ 年間で総額 億5,000 2.0 10 600）

円）と中越大震災復興宝くじの収益金などを合わせた 億円を基金事業の目標とし，640

①被災者の生活の安定・自立および健康・福祉の増進を支援，②被災者の住宅の再建等住

宅の復興を支援，③被害を受けた中小企業者および農林水産業者の事業再開等産業の復興

を支援，④被害を受けた私立学校の再建等教育・文化の復興を支援などの事業を行ってい

る。

基金の主な事業メニューとしては 「被災者住宅復興資金の利子補給 （金融機関等か， 」

ら被災住宅復興のために必要な資金の借り入れに対し利子補給を行い，借入金の利子負担

取組事例名　(地域)  取組の概要

伝統野菜の漬物の販売を開始
(柏崎市)

地元の女性グループにより柏崎市の伝統野菜「刈羽節成りきゅうり」の漬物の製造が始
まった。専門家等の指導を受けながら，販売促進活動にも取り組んでいる。

ユリ切り花の創造的復興に向けた取
組および耐雪型栽培施設
（魚沼市堀之内地区）

魚沼市堀之内地区で，ユリ切り花の共同出荷調整施設が完成し，販売量の拡大に向け
た創造的復興が始まった。

水沢生産組合
（魚沼市水沢集落）

2009年に生産組合を設立。こだわり米に商標登録を取得して付加価値を高め，販路拡
大を図っている。

古民家民宿「おっこの木」
（小千谷市若栃）

まちおこし団体「わかとち未来会議」が主体となって，古民家を改修した民宿が2010年6
月に竣工。民泊・体験・交流の拠点として営業を開始。

防災グリーンツーリズムの地域交流
（小千谷市）

東京都杉並区のＮＰＯ法人ＭＡＴ(子育て支援団体）と小千谷市被災地住民との間で，
震災体験談・河岸段丘視察・稲刈り体験等，防災グリーンツーリズムの地域交流が始
まった。

山古志に体験交流牛舎が完成
(長岡市山古志東竹沢)

中越大震災で倒壊し8頭が犠牲となった旧山古志村の牛舎跡地に，「牛の角突きの闘
牛」と触れ合える体験交流を目的とした新牛舎が9月に完成した。

アルパカ牧場
(長岡市山古志地区)

2009年11月，米国コロラド州で牧場を経営する女性から油夫集落にアルパカが寄贈さ
れ，地元有志で「アルパカ飼育組合」を設立して管理にあたっている。アルパカ牧場で
は現在17頭が飼育されており，多数の観光客が来場する人気スポットとなっている。

ホンモロコの養殖
（長岡市山古志地区）

長岡市の建設業者6社が，「やまこしモロコ組合」を結成し，ホンモロコの養殖を開始。長
岡市内のホテルや卸売業者等に出荷している。

資料：新潟県資料

第６表　震災地域での新たな取組事例
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を軽減 「手づくり田直し等支援 （小規模農地等の復旧や，被災により失われた水田の）， 」

地力を回復させるための経費の一部を補助 「雪国住まいづくり支援 （多雪地域におい）， 」

て雪国特有の住様式で住宅を再建する者に対して，その要する経費の一部を補助 「高），

齢者・障害者向け住宅整備支援 （高齢者・障害者がその身体状況に適した住宅を再建す」

る場合，その要する経費の一部を補助 「地域コミュニティ再建 （地域コミュニティの）， 」

再建に向けて活動を行う行政区等に対して，その経費の一部を補助）などがある。初年度

に決定された事業メニューは 件であるが，メニューは毎年見直されている。メニュ346

ーの見直しにあったては，被災者の幅広い事業ニーズに対応するため，市町村等からの事

業提案を県担当課の検討を経てメニュー化しているものも多い。総じてこの基金について

は，復興対策に柔軟かつ迅速に資金を投入できる仕組みとして評価が高い。

なお， 年度以降に創設された基金事業への取組状況は， に示すとおりであ2007 第７表

るが 「地域特産化・交流支援」に関する事業の申請が最も多い。ちなみに，これまでの，

事業メニューの中では，手作り田直し，集会所や神社の再建などが特に好評であったとの

報告がなされている。

（３） 「地域復興支援員」の設置と受け皿組織

「地域復興支援員」は，中越復興市民会議のボランティア活動として仮設住宅の居住者

の相談対応をしていた生活支援相談員を発展させたものであり，中山間地域の振興を図る

ための帰村後の集落支援をサポートするために設置され，新潟県中越大震災復興基金の補

助事業メニューの一つ（事業名：中越大震災被災者生活支援対策事業「地域復興支援員設

置支援 ）として位置づけられた。」

この事業は，中越大震災に際して災害救助法の適用を受けた市町村に存し，①継続的に

地域の復興活動を支援することができる十分な組織体制を有する公共的団体等で，市町村

長が認める団体，②規約を有し，事業責任者，会計責任者等を明確にした事業実施体制を

整えた団体，という二つの要件を満たす団体が，中越大震災で被災した地域におけるコミ

（2010年1月末現在）

事 業 名  事 業 内 容
申請
件数

 事 業 実 例

地域特産化・交流
支援

・地域資源を活かした都市との交流，特産物・加工品づく
りおよび交流・滞在施設の整備

39件
多菜田会　（旧山古志村）
【概要】地域野菜などを活かした郷土料理
の販売・施設整備

錦鯉復興支援
・錦鯉生産組織体制の再編強化，防疫体制整備，輸出
促進を支援

2件

(社)新潟県錦鯉協議会　（長岡市ほか）
【概要】錦鯉復興コーディネーターの設
置，魚病検査の実施，国内外に向けた県
産錦鯉のＰＲ

「越後杉」ふれあ
い拠点創造・技術
伝承支援

・復興プロジェクト施設等の木造・木質化を支援
・越後杉生産に必要な技術の習得と関連情報の受発信
活動等を支援

17件
新潟漁業協同組合　（新潟市（旧巻町））
【概要】直売所，漁業体験施設整備の木質
化経費の補助

森林(もり)守り手
復興支援

・事業体連携による森林管理の一元化，森林施業のコス
ト削減を支援

8件
長岡地域森林組合　（長岡市ほか）
【概要】森林整備低コスト化のための共同
利用機材等の導入

中山間地域農業
創造的復興支援

・先導的技術導入による産地育成・発展強化への支援
・流通販売強化への支援
・地域資源の活用拡大に向けた革新的技術実証実験

3件
㈱千手（十日町市）
【概要】温泉熱再利用パイプハウス，雪冷
熱利用パイプハウス

資料：新潟県資料

第７表　中越大震災復興基金事業（2007年度以降創設）の取組状況
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ュニティ機能の維持・再生や地域復興を目的として，地域復興活動を専任とする「地域復

興支援員」を設置した場合に，これに要する経費を補助するものである。

補助対象は，地域復興支援員の設置，復興支援員が行う①被災地における地域復興のネ

ットワークづくり支援，②被災地における各種復興イベント等の企画，実施の支援，③住

， ， ， ， ，民と行政の連絡調整 ④被災者への福祉的見守り 訪問相談 情報提供 等の活動であり

「 」（ ， ， ），これら事業を行うために必要な 人件費 復興支援員の賃金 通勤手当 社会保険料等

「事務費 （復興支援員の活動拠点となる事務所の整備・運営に必要な需用費，役務費，」

使用料および賃借料，備品購入費（単価 万円以下のものに限る 「活動費 （復興支30 ））， 」

援員の活動に必要な旅費，需用費（茶菓代以外の食料費を除く ，役務費，使用料および）

賃借料等）について，その全額が基金から補助されている。

年度で 「地域復興支援員設置支援」の補助を受けている団体は，長岡市・十日町2010 ，

市・南魚沼市で活動する 財 山の暮らし再生機構，小千谷市の 財 小千谷市産業開発セン( ) ( )

ター，魚沼市の 財 魚沼市地域づくり振興公社の三つであり，それぞれの団体の下に計九( )

つの地域復興支援センターあるいはサテライトが設置され，計 名が地域復興支援員と51

して雇用されている。

その中の一つである 財 山の暮らし再生機構（以下 「再生機構」という）についてみ( ) ，

ると，この組織は長岡市復興計画（ 年 月作成）に沿って，被災した中山間地の暮2005 8

らしの再生を図るため，人と人，情報と情報等が出会うプラットフォーム組織（中越版エ

ムシャーパーク）として 年 月に長岡市の全額出資（出資金 万円）によって設2007 4 300

立されたものである。設立当初（ 年度）の運営経費（主に人件費）は，市からの補2007

助金（ 万円）で賄われていたが，翌 年度からは上記「地域復興支援員設置支8,360 2008

援」の事業補助を復興基金から受けて（再生機構の運営経費総額の 割弱に相当）運営8

されている。

再生機構の事業は，①地域復興支援事業，②山の暮らし大学校事業（交流事業など ，）

③産業交流支援事業の三つであるが，現在は①が主体であり，その中身は地域復興支援員

の配置による集落等の復興支援である（機構自らが復興事業を行う事はなく，あくまでも

地域住民やＮＰＯ等の活動をサポートするのが役割 。）

再生機構に所属する地域復興支援員は現在 名であり，長岡市（長岡センター）のほ31

3かに，南魚沼市（南魚沼市地域復興センター ，十日町市（十日町市里山センター）の）

市が対象となっている。長岡市以外の市にまで地域復興支援員を配置したのは新潟県の要

望（ オール中越」という考え）に沿ったものであるが，行政区が異なる事によって運営「

上難しい面も少なくない。なお，長岡市の場合はセンターの下に，旧市町村単位のサテラ

（ ， ， ， ）イトが 箇所 山古志サテライト 小国サテライト 栃尾サテライト 川口サテライト4

設置されており，各サテライトに配置された地域復興支援員が各地域の住民主体による集

落経営に向けた活動を支援するほか，産業振興や交流支援にも取り組んでいる。

地域復興支援員の職種は統括支援員（各センターに 名ずつ配置 ，主任支援員，支援1 ）

員で構成されており， ～ 歳代が中心である。雇用形態は 年雇用の更新制をとって20 40 1

いる。地域復興支援員の活動期間は 年間（ 年度で終了）であったが， 年間の延5 2012 2

長となる見込みである。
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（４） 山古志村における集落再生の取組

山古志村の中でも，道路の崩壊や住宅の全壊等の被害が特に大きく， 年 月の段2005 7

階で避難指示が解除されなかった油夫，梶金，木籠，大久保，池谷，楢木の 集落につ6

いては，住民が帰村して生活を再建するために，住宅の再建や道路等の公共施設整事業の

実施に向けた集落再生計画が必要となった。

このため市（山古志村は 年 月に長岡市と合併）では，①地域社会活動の再生と2005 4

新たな生業の展開（コミュニティ活動の活性化，農業＋観光等の新しい産業作り，野菜の

直売やグリーンツーリズム ，②山古志の魅力の再生と創造（日本の中山間地域を代表す）

るような集落景観の再生，若い人や定年退職者の帰村への条件づくり，伝統ある民家の再

生・活用 不在地主の土地の空き地化防止と活用 ③冬の暮らしの住環境問題の解決 安， ）， （

， ， ，全・安心な宅地・住宅の確保 急勾配な道路の改善 中山間地型復興住宅による自力再建

公的賃貸住宅の建設）の三つを基本コンセプトに， 集落ごとに 回の懇談会と個別ヒア6 4

リングを行うとともに，アドバイザーを入れた 回の作業部会を開催し，住民の声を反5

映した各集落の集落再生計画が策定されている（ 。第３図）

この 集落の中で，集落移転を行ったのは，楢木と木籠の二つの集落である。楢木集6

落は，すり鉢のような谷底に集落があったことから，地震により水没し 人が亡くなっ2

た。そのため，同じ場所での集落再建ではなく，高台（廃校となった小学校の跡地）への

移転合意が早い段階でなされた。 年 月には市に対して集団移転の要望が行われて2005 1

いる。移転先の土地は市が提供し，生活支援金で住宅を建てることのできなかった 世2

帯は公営の小規模改良住宅に入居している（ 。なお，元の集落があった地域は，写真１）

危険区域ではないため，通作して営農が続けられている（農業機械は元の集落に車庫を作

って保管されている 。）

他方，木籠集落は，今も一部の住宅が水没したままの状態であり，視察のスポットにな

っている（ 。同集落では，水没した道路の再建に併せて宅地を造成し，そこが集写真２）

落の新しい中心地となっている。移転当初，集落には 世帯が住んでいたが，その後，16

小規模改良住宅に入居していた高齢者が亡くなる等して，世帯数は 世帯に減少してい13

る（現在，小規模改良住宅は 戸とも空いたままの状態となっている 。2 ）

なお，両集落において合意形成が比較的スムーズに図られた要因としては，避難時にお

いて集落のコミュニティの維持に向けた適切な対応が図られたことにある。避難当初は，

ヘリコプターで運ばれてきた順番に避難所に入ってもらったため， ヶ所に住民が散在し8

てしまったが，すぐに集落ごとに避難所を割り当てるように再編され，その後，仮設住宅

に入居する際にも，できるだけ集落ごとにまとまって入ってもらうよう配慮がなされてい

る。また，一人暮らしの高齢者が孤立しないよう，色々な間取りを組み合わせた仮設住宅

を建ててもらい，家族世帯の住宅が高齢単身者の住宅を挟む形としたり，各仮設住宅ごと

に集会所を設置するなどの対応も図られている。

集落再建計画についての話し合いを行ってきたこれら集落では，現在も話し合いの習慣

。 ， ， ，は続いている 震災前までは 集落ごとに孤立しており それぞれに対抗心があったため

一緒に何かやるような雰囲気ではなかったが，外からの風が入ってきて変化しつつある。

ただし，ハード部分の再建計画が実現した後，次のステージに向かっている集落がある一
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写真１ 高台に移転した楢木集落 写真２ 河道閉塞で水没した木籠集落の住宅

資料：山古志地域集落再生計画の概要（2007年3月，長岡市）

第３図 集落再生計画を作成した旧山古志村６集落の概要

国道291号

【木籠集落】

（震災前25世帯，家屋全壊率100%）

集落再生計画：河道閉塞で集落の中心部が

水没。復旧した県道沿いの造成地に10戸が

移転（自力再建住宅6戸，小規模改良住宅4

戸，集会所）。この他，水没を免れた場所で

自力再建住宅4戸，小規模改良住宅2戸。

【楢木集落】

（震災前29世帯，家屋全壊率100%）

集落再生計画：集落がすり鉢状の

地形にあったため，河道閉塞によっ

て水没。高台の小学校跡地に移転。

小規模改良住宅3戸（うち，1戸は池

谷集落からの入居），自力再建住宅

13戸（うち，池谷集落から3戸移転），

集会所を再建。

【油夫集落】

（震災前20世帯，家屋全壊率68%）

集落再生計画：集落の南斜面が大きく崩壊。

小中学校建設予定地。小規模改良住宅2

戸を集落の中心部に建設。自力再建住宅

7戸を建設。集会所を修復。古民家の活用。

【大久保集落】

（震災前21世帯，家屋全壊率95%）

集落再生計画：集落東側の東川流

域で大規模な表層崩壊。小規模改

良住宅3戸を中道道路沿道に建設。

自力再建住宅9戸を中央道路沿道

と高台の2区域に建設。集会所を

修復。

【池谷集落】

（震災前34世帯，家屋全壊率100%）

集落再生計画：民族資料館，闘牛

場が立地。集落内に道路は急勾配

で行き止まりが多い。自力再建住

宅9戸を従前地に建設。4戸が高台

に新設される楢木集落へ移転。集

落道路の整備。集会所の再建。

【梶金集落】

（震災前29世帯，家屋全壊率100%）

集落再生計画：集落の南北で国道が断絶。

自力再建住宅18戸を概ね従前地に再建（4戸

は修復のみ）。小規模改良住宅2戸を集落環

状道路沿道に建設。集落環状道路の改良。

集会所の修復。集落内の水路2本の再整備。
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方で，高齢者ばかりで身動きがとれない状況になってしまっている集落もある。集落の将

来に関する話し合いの場には地域復興支援員が参加することで，話が前へと進むケースが

多く，新しい住民組織を立ち上げて，各集落の代表者が集まってこれからの山古志をどう

していくかの話し合いも持たれている。

なお，現在，山古志担当の復興支援員は 人おり，全員が旧長岡市内から通ってきて5

いる。支援員は避難所時代からかかわってきた人達が多く，仮設住宅に入居している時も

ボランティアセンターで働いていた人達である。

５． 中越大震災からの復興に関する研究成果と政策的示唆

。 ， ，新潟中越大震災に関する書籍や研究論文は数多く存在する まず 書籍についてみると

地震の発生メカニズムや地震による物理的な被害状況を記録として詳しく整理したもの

（文献〔３ 〔４ ，地震発生から避難生活さらには住宅再建に至るまでの経過を時間〕， 〕）

経過に沿って一体的にまとめたもの（文献〔６ 〔９ 〔10〕等 ，仮設住宅の避難住民〕， 〕， ）

等に対するインタビューやアンケート結果をまとめたもの（文献〔14 〔32 ，復興に〕， 〕）

向けて中心的な役割を担った地域リーダーの回顧録（文献〔13 ）など，どちらかと言え〕

ばルポルタージュ的色彩のものが多い。

また，過疎化・高齢化がかなり進行していた山村，しかも日本有数の豪雪地帯という生

活面での条件不利を抱えていた被災地域の中でも，とりわけ甚大な被害によって全村避難

を余儀なくされた旧山古志村の集落や住民に視点を当てたものが多く，避難所生活から仮

設住宅入居，そして自宅を再建しての帰村までを，その時々の課題を含めて克明に記録し

たものも多い（文献〔11 〔12 。加えてその中で，都市型の大震災であった阪神・淡〕， 〕）

路大震災との比較によって，中山間地域型の中越大震災の特徴やそれに伴う課題を明らか

にしたものも見られる（文献〔14 。とりわけ，阪神・淡路大震災で問題となった被災〕）

高齢者の孤独死を教訓に，コミュニティ単位（集落単位）の避難生活や仮設住宅における

地縁血縁に配慮した世帯配置が，その後の集落復興にも大きな役割を果たしたというのが

共通する結論となっている。

他方，学会報告論文においては，住宅再建や集落移転，さらにはこれらに関連した集落

再建・コミュニティの維持に関する論文が中心であり，都市計画学会，日本建築学会，地

域安全学会，日本地理学会等の非農業分野の学会において多数の報告が行われている。こ

れら論文では被災集落の住民（仮設住宅に入居している住民等）に対する聞き取り調査を

基に，復興過程において住民の合意形成を図っていく上での様々な問題点・課題が示され

ている（文献〔22 〔25 〔28〕等 。〕， 〕， ）

その中から，集落移転について取り上げてみると，例えば文献〔29〕では，防災集団移

転促進事業によって集落移転が行われた長岡市と川口町の3つ集落を対象に，集団移転世

帯，転出世帯，残留世帯それぞれの生活変化やコミュニティの維持，集落移転が引き起こ

す影響等が分析されており，①住民が移転の意思決定を行う場合に，十分な協議過程の確

保と周囲に影響されない環境を保持することの重要性，②残留世帯が発生する集団移転の

場合，小規模高齢世帯が集中的に取り残される可能性が高いこと，③転出世帯が従前地に
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田畑を存続させることによって，従前居住地との関係性が継続され，このことが残留世帯

。 ， 〔 〕 ，との交流を保つ契機となっていることが指摘されている さらに 文献 26 においては

被災世帯の多くが住宅再建のメリットを享受できるようにするため，防災集団移転を合意

形成が難しい集落全体ではなく，世帯単位に近いスポット的な適用をしたことによって，

逆に集落コミュニティの崩壊を促すといったデメリット作用を持つ危険があることが指摘

されており，注目に値する。

ところで，旧山古志村では14集落全てがそのまま集落を再建している。文献〔10〕によ

れば，河道閉塞（土砂崩れダム）により水没した2集落（木籠，楢木）について報告され

ているが，両集落ともに移転前の土地が建築禁止になる等の制限がある「防災集団移転事

業」ではなく，柔軟な対応が可能な「小規模住宅地区改良事業 （自治体の財政負担は大」

きい）が採用されており，この制度が中山間地域の小規模集落を維持しようと頑張るとき

に非常に適した制度であったと強調されている（ただし，自治体の負担率軽減や災害復興

用への制度改良が必要であるとも指摘されている 。また，集落再生計画の策定にあたっ）

て，震災によって世帯数の大幅な減少が見込まれた3集落（楢木，池谷，大久保）の統合

が市から提案されたが，独立の集落としての存続を望む住民の意向によってのこの集落合

併は見送られ，各集落ごとに再生計画が作成されたことにも触れられている。これら経緯

から，被災集落の復興にあたっては，集落統合はあくまで最終手段であって，まずは個々

の集落の独立性を尊重してそれを支援した上で，次に協同可能な活動から集落連携を図っ

ていくことが，最も現実的な対応であることが示されている。

， ， 。なお 旧山古志村については 2011年12月に山古志支所からの聞き取り調査を実施した

それによれば，集落移転をした木籠，楢木の両集落ばかりでなく，村全体で現在も人口減

少と高齢化が進んでおり，高齢単身者の死亡によって集落再生計画に基づき建設された小

規模改良住宅にも空き家が発生している状況であった。これは，避難の長期化等を理由に

帰村者が高齢者層に偏ってしまったことが，帰村後に高齢者の死亡によって人口および世

帯数の減少を加速させる要因となっていた。集団避難からの帰村にあたっては，人口の量

的確保ばかりでなく，集落の将来を見越した年齢構成であるかどうかにも最大限の注意を

払っておく必要があろう。

さらに，集落の復興を進める上で極めて大きな役割を果たした人的支援システムや地域

復興支援員の取組について報告されている論考（文献〔36 〔37 〔38 ）や，これら外〕， 〕， 〕

部人材の協力を得ながら独自の集落復興計画を作成し，震災をバネに都市の農村交流等に

よる地域活性化に積極的に取り組んでいる集落（旧小国町法末集落等）の優良事例の報告

（文献〔33 〔35 〔36〕等）も数多く行われている。被災地の復興には人的支援が不〕， 〕，

可欠であるが，ここでは地域復興支援員制度とこれら支援員の受け皿組織（ (財)山の暮「

らし再生機構」等 ，すなわち人的支援制度とシステムが有効に機能していた。これら人）

的支援に係る財源を，復興基金から拠出している点も評価できるが，基金終了後の財政支

援のあり方が今後の課題として残されている。

これに対し，農業の再建に関する研究論文は少なく，数少ない論文のほとんどが農業生

産基盤 農地や農業施設 の復旧や農地を含む土地利用のあり方を研究対象としており 文（ ） （

献〔17 〔18 〔19〕等 ，農業担い手の育成や営農体制の整備にかかわるものは文献〔1〕， 〕， ）

6〕程度しか見当たらない。前述したように，県の資料によれば被害の大きかった166集落
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（ ） ， （ ）のうち72の集落 43.4％ で生産組織を設立または設立に合意し うち29の集落 17.5％

で法人組織が設立されている。水田・畑作経営所得安定対策の開始時期と重なることから

高い組織化率となっているが，これら組織化の取組経過についても研究を深めて行くこと

が求められる。

なお，コミュニティの維持，再編にかかわって，仮設住宅に隣接する土地に開設された

3ha程度の「いきがい健康農園」が，勤めをもたない高齢者にとって楽しみや生きがいを

生み出し，震災前と変わらない日常的暮らしの一部分を補完し，コミュニティの維持に大

きな効果を果たしたとの興味深い報告（文献〔14 ）もなされている。〕

＜参考・引用文献＞

【地震の発生メカニズム・被害状況・震災記録】

〔１〕新潟県土木部（ 「新潟県中越大震災による被害と普及状況」2004）

〔２〕山縣耕太郎ほか（ 「新潟県中越地震による災害と地域特性 ， 年度日本地理学会春季学術大会発表要2005 2005） 」

旨

〔３〕高濱信行（ 『新潟中越地震－新潟の大地 災害と生活』2006）

〔４〕新潟県中越大震災記録誌編集委員会（ 『中越大震災 後編 －復旧・復興への道－ ，ぎょうせい2006） 』

【震災復興全般】

〔５〕内閣府（ 『新潟県中越地震復旧・復興フォローアップ調査報告書』2008）

〔６〕恒文社新潟支所（ 『雪国を襲った大震災－新潟中越地震に学ぶ－ ，恒文社2005） 』

〔７〕中林一樹（ 「中越地震にみる中山間地域の地震災害と復興計画の視点 ， 年度日本地理学会春季学術2005 2005） 」

大会発表要旨

2005 ARIC No.77〔８〕宮里圭一ほか（ 「新潟県中越大震災－被害と復旧そして復興へ－ ， 情報） 」

〔９〕新潟日報社（ 『復興へ 中越地震 ，新潟日報事業社2006） 』

〔 〕新潟日報社（ 『中越地震 復興公論 ，新潟日報事業社10 2006） 』

〔 〕よした－山古志（ 『帰ろう山古志へ－旧山古志村民の体験－ ，新潟日報事業社11 2006） 』

〔 〕里村洋子（ 『動き出す山古志の衆（しょ）－中越地震からの復興－ ，アートビィレッジ12 2006） 』

〔 〕関広一（ 『中越大震災 自治体の叫び ，ぎょうせい13 2007） 』

〔 〕松井克浩（ 『中越地震の記録－人の絆と復興への道－ ，高志書院14 2008） 』

15 2009 57〔 〕水田恵三（ 「新潟県中越地震後の復興に関する研究 ，尚絅学院大学紀要） 」

【農業生産基盤の復旧・農地利用・営農体制確立】

〔 〕伊藤忠雄（ 「中越震災地域をめぐる農業復興と営農再開の課題 ，第４回新潟県中越大震災研究会講演記16 2005） 」

録集，にいがた自治体研究所

〔 〕吉川夏樹（ ）ほか「中越地震被災地における棚田の区画再生案の提案 ，新潟大学災害復興科学センター年17 2007 」

報 ( )1

〔 〕氷見山清子ほか（ 「長岡市山古志地区の震災と土地利用変化の関係 ， 年度日本地理学会春季学術大18 2008 2008） 」

会発表要旨
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〔 〕瀬戸真之ほか（ 「新潟県中越地震による耕作放棄地拡大の可能性 ， 年度日本地理学会春季学術大会19 2008 2008） 」

発表要旨

〔 〕有田博之ほか（ 「 年新潟県中越地震における農業生産基盤の小規模被害と復旧対策 ，農業農村工学20 2009 2004） 」

会論文集 ( )77 4
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【住宅再建】

〔 〕浅井秀子ほか（ 「新潟県中越地震における住宅再建に関する震災直後の居住者意識 －中山間地域の地震22 2006）

災害における公的支援策に関する研究－」 年度学術講演梗概集，日本建築学会2006

〔 〕五十嵐由利子（ 「新潟県中越地震における被災住宅の住宅再建過程に関する研究 ，日本家政学会第 回23 2009 61） 」

大会研究発表要旨集

24 2009 28〔 〕 （ ）「 」，福留邦洋ほか 住宅再建から復興まちづくりへ－コミュニティをふまえた地域再生－ 自然災害科学

( )，日本自然災害学会3

【集落移転】

〔 〕池田浩敬・石川永子（ 「中山間地域における復興手法としての集団移転事業の特性と課題 ，地域安全学25 2006） 」

会梗概集 ( )，地域安全学会18

〔 〕青砥穂高ほか（ 「新潟県中越地震による中山間地域集落からの世帯移転の要因と世帯移転が集落コミュニ26 2006）

ティに及ぼす影響に関する研究 ，地域安全学会論文集 ( )，地域安全学会」 8

〔 〕金俊豪・三橋伸夫（ 「大規模地震災害による住民移転が行われた中山間集落の再生に向けた実態と課題の27 2006）

考察－ 長岡市小国町 集落を事例に－ ， 年度都市計画論文集，日本都市計画学会: Y 2006」

〔 〕石川永子ほか（ 「被災者の住宅再建・生活回復から見た被災集落の集団移転の評価に関する研究－新潟県28 2008）

中越地震における防災集団移転促進事業の事例を通して－ ， 年度都市計画論文集，日本都市計画学会」 2008

〔 〕中北衣美ほか（ 「集団移転事業による世帯の移転実態と生活変容に関する研究 ， 年度学術講演梗概29 2009 2009） 」

集，日本建築学会

〔 〕石塚直樹・澤田雅浩（ 「防災集団移転等促進事業に伴うコミュニティの再形成過程－中越地震により移転30 2010）

した小千谷市旧十二平集落を事例として－ ，地域安全学会梗概集 ( )，地域安全学会」 26

【集落再建・コミュニティの維持】

〔 〕青砥穂高ほか（ 「新潟県中越地震による中山間地域集落からの世帯移転の要因と世帯移転が集落コミュニ31 2006）

ティに及ぼす影響に関する研究 ，地域安全学会論文集 ( )，地域安全学会」 8

〔 〕岡田知弘・にいがた自治体研究所（ 『山村集落再生の可能性－山古志・小国法末・上越市の取り組に学ぶ32 2007）

－ ，自治体研究社』

〔 〕筑波 匡介ほか（ 「新潟県小国法末集落における震災を契機とした地域復興過程に関する研究 ，日本建築33 2007） 」

学会北陸支部研究報告集 ( )，日本建築学会50

〔 〕福与徳文ほか（ 「中越大震災における農村コミュニティ機能 ，農業土木会誌 （ ，農業土木学会34 2007） 」 ）75 4

〔 〕筑波匡介ほか（ 「新潟県中越地震で被災した長岡市小国法末における復興過程に関する研究 ，学術講演35 2007） 」

梗概集，日本建築学会
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【人的支援組織・地域復興支援員】

〔 〕大和田清隆・熊喜昌（ 「新潟県中越地震被災集落の地域再生計画策定における外部支援者の役割－長岡市36 2007）

法末集落を例として－ ， 年度学術講演梗概集，日本建築学会」 2007

〔 〕杉崎康太ほか（ 「地域復興支援員の働きかけによる集落活動の拡大プロセスに関する研究 ， 年度37 2009 2009） 」

学術講演梗概集，日本建築学会

〔 〕田口太郎ほか（ 「人的支援の可能性と課題－地域の人的支援研究会中間とりまとめ ，地域の人的支援研38 2010） 」

究会
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